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中国産冷凍ギョウザ問題の原因究明等に関する要請書

中国産冷凍ギョウザによる健康被害が1月30日に公表されてから2カ月以上、1件目の事例が発生してから3カ月以上が経過しています。幸いにして死者は出ていないものの、私たち国民の生命に直結する重大な問題だと言わざるをえません。

その後、混入された薬物の特定や、国内流通段階での混入の可能性が低いことなどが明らかになってきましたが、いつ、どこで、どのようにして薬物が混入したのか、原因はいまだ判明していません。製造・流通過程の衛生管理の問題なのか、あるいは何者かによる故意の犯罪なのか判明しないまま、警察当局が国内での捜査を打ち切るとも仄聞しており、不安は増すばかりです。一方、その後に起きたペットボトル入りの緑茶への農薬混入事件では迅速な対応がとられており、当該商品に対する不安は最小限に抑えられています。このように、同種の食品事故に関して国内製造品と輸入品に対する対応に大きな差があることが、国民・消費者の不安をさらに増幅させています。

原因が特定されないことで、中国産食品および冷凍食品全般に対する不信感が高まり、漠然とした不安感から加工食品や外食での買い控えも起きています。冷凍食品は家庭用・業務用に幅広く利用されており、輸入冷凍食品の6割を占める中国産品の安全性に疑いのあるままでは、食生活を安心して送ることはできません。

事業者側でも、中国産品から国産品や他国産品へ切り替える動きがありますが、これによって原材料費が上昇し、そのコストは事業者や消費者の負担増となっています。このような状況が続く中、食に係わる労働に従事する勤労者の不安は増しており、場合によっては雇用への影響も懸念されます。

食のグローバル化が進み、食料の６割を輸入に頼らざるを得ない中、食品安全に対する国の責務はますます重要となっています。貴職におかれましては、関係省庁と連携して本件の早期解決をはかり、私たち勤労者・国民が安心した食生活を送れるよう、下記の通り要請します。

記

１．
食品の安全は国民の生命と生活に直結する問題であり、薬物・毒物等の混入は決して許されるものではない。政府として国民の生命と生活の安全を確保するため、徹底して再発防止に努めること。

２．
今回のような事例の再発防止に原因の究明・特定は欠かせない。本件の輸出元を監督する中国当局や、国内輸入業者等との連携を深め、今回の中国産冷凍ギョウザ問題について、早急に原因を究明・特定すること。

３．

多くの食料を輸入に頼っている我が国の現状から見て、輸入食品の検疫体制は脆弱と言わざるを得ない。検査センターの増設や監視員の増員、検査項目の拡大も含め、輸入食品の検疫体制等を早急に充実強化すること。

４．
本件でも何者かによる故意の犯罪の可能性は否定されておらず、食のグローバル化が進む中、薬物・毒物の故意の混入を想定し、国内のみならず、国境を越えて対策を講じる必要がある。多方面から議論をつくし、早急に対策を構築すること。

以上

